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官民共創のあり方（アンケート調査概要）

〇目 的：官民共創のあり方を把握するため、県内民間事業者等が抱えている地域課題や、行政に求めるニーズ（人的支援）を探

るアンケートを実施

〇アンケート内容：

（１）SDGｓや地域課題の解決にあたるような地域貢献活動の実施状況

（２）上記を実施するうえでの人材の確保状況

（３） 〃 行政に期待する支援内容

（４） 〃 県職員の派遣制度があった場合の利用意向

（５）県職員の派遣に求める条件

（６）従業員を県に派遣する制度があった場合の利用意向

（７）地域的な課題解決に民間と行政が共同で取り組む場合（官民共創）に

必要な仕組み・機能

〇結 果：８月５日（月）～８月２３日（金）にかけて、県内１，１５１の企業団体にアンケートを送付

２７５社（全体の２３．９％）から回答を得た

調査概要
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官民共創のあり方（アンケート調査結果）

①「SDGｓや地域貢献活動の実施状況」

については、１８１社（６６％）が「実施

済」もしくは「実施予定」

②「人材の確保が十分にできている」の

は４１社（１９％）に留まる

③「県職員の派遣制度の利用の可否」に

ついては、145社（６７％）が「利用し

たい」、「前向きに検討したい」との

回答

④「派遣に求める条件」は、「不足してい

る知識・ノウハウの提供」、「無償もし

くは低負担で利用」が続く

SDGｓや地域課題の解決にあたるよ
うな地域貢献活動の実施状況

人材の確保・活用の状況 県職員の派遣制度の利用の可否

県職員の派遣に求める条件

行政に期待する支援内容

県への派遣制度の利用可否
官民共創にあたっての必要な仕組
み・組織

既に実施している １５３

今後実施していく予定 ２８

実施予定はないが興味はある ３７

実施予定はない ５７

十分できている ４１

少しできている ８１

あまりできていない ７３

できていない ２３

専門知識や意欲を有する職員の派遣 ３３

知識・ノウハウの提供 ９８

提携先などマッチング情報の提供 ５６

補助金などの助成制度 １５９

その他 ２０

ぜひ利用したい １５

利用を前提として前向きに検討したい ３０

支援内容や受入条件によっては

利用したい １００

今のところ利用するつもりはない ７３

自社に不足している知識・

ノウハウの提供 １１９

派遣期間に融通が利く ４４

無償もしくは低負担で利用できる １１７

自社の求める条件に合う人材 ８４

その他 １８

ぜひ利用したい ８

利用を前提として前向きに検討 ２２

業務内容や派遣条件次第 １４１

利用予定なし １０４

官民の情報共有ができる機会の創出 １６２

官民の人材交流が容易にできる仕組み １１３

官民をつなぐ支援組織の設立 ９４

その他 １３

① ② ③

④
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官民共創のあり方

〇派遣ニーズの詳細を把握したうえで、官民共創の方向性を検討

⇒個別ヒアリングの実施

・地域貢献活動の具体的な内容

（地域課題（面としての課題）に合致しているかどうか）

・派遣先での業務内容

（職員派遣により、課題解決に資するかどうか）

・派遣職員に求めるスキル、能力

・派遣期間

（年単位の長期的なものか、月単位・土日だけなど短期的なものか）

・その他派遣にあたっての条件 等

今後の方向性
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